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0１
脱炭素を取り巻く状況と課題
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気候変動対応の潮流

2015年国連でのSDGs採択を契機に気候変動対応が世界的潮流となっています。
先行する欧州では情報開示が法令化されており、日本でも脱炭素活動の要請が高まりを見せています。

2015 ～ 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 ~2040 ～2050

GRIガイドライン

TCFD提言公表世界

地
域

EU

日
本

UN SDGs

2020 菅首相
カーボンニュートラル宣言

2025.3 SSBJ
国内サステナビリティ開示基準草案公表
2026年開示から適用予定

2023.6 ISSB
サステナビリティ開示基準を最終化
2023.11 バーゼル委員会
気候関連金融リスクの開示 を公表

CSRD Corporate Sustainability Reporting Directive

2023年1月発効

法令としてのEU圏外も含めた
強制力のあるESG開示

2023 内閣府令
有価証券報告書等でのサステナビリティ開示法令化

Fit for 55
2021年7月法定化

2030年までに
Co2削減量を55%削減

2022 GXリーグ発足
経産省が脱炭素実現に向けて創設

2021コーポレートガバナンスコード改訂
東証プライム上場企業にTCFD開示を要請

2021 SSBJ設立
国際開示基準への意見発信、国内体制整備

2023 GX推進法成立
GX移行債・カーボンプライシング導入

国
内
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

先
行
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

2026 GX-ETS開始
排出量取引・負担金制度の開始

2028 化石燃料賦課金制度

2033 特定事業者負担金

中
間
目
標

FY2026から各種制度開始。国内脱炭素化が加速する見込み
~GX-ETSの排出量取引・SSBJ開示基準・バーゼル委員会金融リスク開示~

今後10年で150兆円投資が期待される注目領域
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地域脱炭素における課題

◼ ゼロカーボンシティ宣言や2026年GX-ETS開始などを背景に地域全体での脱炭素の必要性が高まりを見せています

◼ 地域企業の脱炭素化促進が共通的課題であるが、なかなか解決の糸口が見えてきていません。

連携して促進
したい

脱炭素化
要請

脱炭素メリットがない
ノウハウ・マンパワーがない

資金不足

地域企業

ゼロカーボンシティ
を実現したい

自治体

FE(※1)を削減したい
SF (※2)拡大したい

金融機関

※1 FE：ファイナンスド・エミッション
※2 SF：サステナブル・ファイナンス

Scope3を
削減したい

バイヤ企業

企業成長
期待

連携して促進
したい

脱炭素化
要請

コンソーシアム等を設立するも有機的な活動につながらない
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なぜ中小企業の脱炭素がすすまないのか

◼ メリットや意義が感じられず行動に移せない。取引拡大につながらないという明確なメリットが見えないことや
そもそも同業種同規模企業が取組みが見えないことで、脱炭素に取組むべき切迫感がない

企業が脱炭素に取組むうえでマンパワーやノウハウ不足が上位に上がる。
一方、取組を行っていない企業は、メリットや意義が感じられていないことが分かる

中小企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査｜東京商工会議所
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1203364

脱炭素に取組むハードル

①経済的メリットがない/事業リスクを感じていない

②脱炭素に関するノウハウ・マンパワー不足

③脱炭素に関する資金不足

中小企業の脱炭素が進まない理由

脱炭素に取り組むことが負担増とのみとらえている。
本業の取引増大など明確なメリットがなく、そのほかの経営課
題も抱えているため、劣後されている

ビジネスチャンスと捉え取り組む意欲がある企業でも
ノウハウマンパワーがなく進めていけない。途中であきらめてしま
う。担当者一人にまかせっきりで進めたくでも進めていけない

補助金活用による再エネ導入や設備投資にあたり、一時的
であってもキャッシュアウトが先行することを嫌がる。
すべてが補助されるわけではない。自己負担部分への懸念

https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1203364
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脱炭素コンソーシアム

なぜ地域コンソーシアムを設立しても脱炭素が進まないのか

◼ 脱炭素先行地域は地域ステークホルダでコンソーシアムを立ち上げているが、約4割の地域で計画遅延が報告された

◼ 報告目的で会議開催数などKPIに終始し、地域企業の脱炭素を支援する実効的な仕組みとなっていない

①国向けのアピール目的で政策対応にとどまる

②行政・大組織中心で地域企業アプローチできてない

③ノウハウ・ケイパ不足で依頼・要請にとどまる

地域コンソーシアムでも進まない理由

国への報告責務が優先され、会議開催回数などのプロ
セス目標にとどまる。また、実効判断、リスク負担があ
いまいで停滞してしまう

大組織が中心であり、一方通行的な情報発信にとどまっている。
地域企業が参加できておらず、脱炭素ドライバーになっていない

行政、金融機関はそれぞれはセミナーや融資などの
各組織の領域での支援にとどまり、地域企業をサポートできる
ノウハウ・ケイパビリティがない。
市内企業に対しても要請にとどまり、アクションは企業任せ

脱炭素先行地域 18/44（約40%）で遅延

金融機関 自治体 大手企業

省庁（環境省、経産省、金融庁）

報告が目的化されている

地域企業A 地域企業B 地域企業C

地域企業にアプローチできてない

サポートなく要請にとどまる
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グリーンリンクプラットフォームの提供価値

◼ 脱炭素活動が地域企業の事業成長につながる仕組みを提供することで地域企業が率先して
脱炭素に取組める土壌を提供し、地域脱炭素化と地域経済活性化を促進します。

脱炭素活動に伴う
経済活動を創出

無関心期

関心期

準備期

行動期

維持期

そもそも脱炭素する
必要性を感じていない

脱炭素に取組む意思があるが
具体的な方法がわからない

脱炭素化する際の
費用負担や業務負荷を懸念

脱炭素がビジネス成長に
つながり活動が定着する。

必要性は感じるが優先度高く
対応するモチベーションがない 地域企業の脱炭素課題を起点に、

地域脱炭素と経済活性化を実現する
共創プラットフォーム
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02
グリーンリンク・プラットフォーム

のご紹介
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大企業

中堅中核企業

中小企業金融機関

自治体

グリーンリンクプラットフォームが実現する世界

10

GreenLinkPlatformは、自治体・金融機関・地域企業の皆様へ価値を提供し、サステナブルな社会の実現を目指します。

脱炭素化起点による
融資先経営サポート

補助金施策などによる
脱炭素支援

認定制度と連動した
金融商品の提供

サステナブル
SC

脱炭素取組による
企業評価/取引増加/単価交渉

• 地域企業の振興
• 地域経済の活性化
• 自治体取組の地域浸透

• 金融庁要請対応
• サステナブルファイナス拡大
• 新規取引先の獲得

• 社会要請への対応
• サステナブルサプライチェーンの実現
• Tier２，３～を含めた脱炭素

• 取引先(バイヤ)要請への対応
• 取引先へのPR
• 仕入先(サプライヤ）との連携強化

• 取引先(バイヤ)要請への対応
• 取引先へのPR
• 補助金による経済メリット

脱炭素取組による
企業評価/取引増加/単価交渉
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Green Link Platform（グリーンリンク・プラットフォーム）

地域取引

グリーンリンク・プラットフォームの全体像

11

金融機関 大手バイヤ

地域コミュニティ

地元脱炭素
商材

行政支援
補助金

GX/SXサポートサービス

脱炭素
アセスメント

脱炭素プラン
リコメンド

同業企業
事例

施策・商材
申込/問合せ

オンライン
商談

行政

企業 企業 企業 企業 企業 企業 企業企業

脱炭素商材提供企業脱炭素取組企業（サプライヤ、融資先）

行政支援施策金融支援 サプライチェーン方針

金融商品

SC方針
指針

脱炭素
入門

自社PR

地域ステークホルダがITでつながるPFで、補助金情報や脱炭素事例など地域全体の意識醸成をはかるコミュニティを中心として

ワンストップで脱炭素サポートや地域内取引につなげることで脱炭素と経済活性を目指します。

資金調達
支援
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グリーンリンク・プラットフォームが提供するサービス

12

①地域コミュニティ
脱炭素情報共有メディア

～脱炭素事例や補助金情報などで意識醸成～

②脱炭素アセスメント
企業の脱炭素アセスメント

～アセスメントで自社の立ち位置と目標を明確化～

③脱炭素アクションリコメンド
脱炭素アクションを支援

～脱炭素計画から資金調達までサポート～

④オンライン商談
双方向コミュニティ

～企業間でのコミュニケーションで取引活発化～

AIによるユーザ属性に応じた
最適情報のリコメンド

AIによる利用可能補助金
最適商品のリコメンド
補助金申請書作成サポート
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サービスイメージ（地域コミュニティ）

行政取組、企業事例、補助金など地域企業に密接した情報をプッシュ型配信します。定期的に情報に触れることで意識醸成を図ります

地域企業に密接した脱炭素関連情報の配信

膨大な情報から利用者別に
最適な情報を表示

【行政の各種支援情報】 【企業の取組事例情報】

【脱炭素支援ソリューション情報】 【資金調達関連情報】
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サービスイメージ(アセスメント/プランリコメンド)

14

①脱炭素入門
基礎知識を集約し、脱炭素基礎理解を支援

②アセスメント/リコメンド機能
企業の脱炭素状況分析・企業のレベルに合わせた
レポートと具体的なアクションプランをリコメンド

SAMPLE
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資金調達支援脱炭素SOL

サービスイメージ(地域取引)

地域内の脱炭素ソリューションとのマッチングや資金調達のサポートもワンストップで提供し地域経済の活性化を図ります

再エネ導入やEVなど地域商材の提供とマッチング

地域企業

再エネ

EV

地域企業

SF融資

補助金支援

地域企業のマッチング

サステナブルファイナンスや補助金申請のサポート

地域企業の資金調達支援

太陽光パネル

認定取得支援

利用者別に応じた
最適な商材をリコメンド

補助金申請書類の作成サポートで
申請負荷の軽減
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地域企業の脱炭素化を一気通貫サポート

16

地域
企業

行政
金融機関
大手企業

GreenLink

Platform

ステージ

企業支援

サービス

取組例

メリット

基盤

無関心 関心 準備 活動・維持

脱炭素情報(事例・補助金etc)の
受信閲覧

興味関心事の率先した検索
※補助金活用/近隣企業取組

脱炭素の進め方を検討
（相談、支援依頼など）

資金調達（補助金、融資）を受
けて脱炭素アクションを実施

脱炭素情報
共有コミュニティ

脱炭素リコメンド
マッチングサポート
地域取引支援

アセスメント
自社取組
アピール

Green Link Platform

地域/全国 事例/補助金情報収集

ユーザ最適情報選定 地域ステークホルダ（行政等）連携施策

地域/全国 脱炭素ソリューション収集

企業間コミュニケーション/地域コミュニティ

行内システム連携

脱炭素経営に関する情報・機会提供/企業コミュニティの提供 脱炭素アクションサポート 企業成長・地域脱炭素

地域企業の
企業意識醸成

効果的なナーチャリング
地域ステークホルダとの連携施策

最適商材リコメンド
申請等の業務支援

オンラインコミュニケーション
地産地消の脱炭素活動
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03
豊田市様との共同実証に関する

ご紹介
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豊田市と共同で本サービスを推進中

18

NTTD 豊田市

強み：
・地域事業者様へ最適情報を配信
・地域事業者様へアピールの場を提供

強み：
・脱炭素を支援する豊富な制度
・未来都市実現に向けた推進力

2025年8月22日より、豊田市さまと地域実証実施中
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地域実証状況について

試行利用状況 皆様からの声

愛知県下での実証を開始後、約200の企業様へ試行利用していただいており、皆様にご好評・共感いただいています。

1. 自組織にマッチした脱炭素情報が提供され、容易に情報把握でき助か
る。行政の取組に興味があったが集約されていて分かりやすい
（愛知県 製造業 O社）

2. 取引先から脱炭素要請(排出量算定)があり対応に悩んでいたが、
算定サービス紹介などサポートしてもらえた
（愛知県 製造業 D社）

3. 自社の商材を紹介でき販路拡大が期待できる
（愛知県 コンサル業 D社）

4. 自社の取組を取引先にアピールできて取引拡大が期待できる
（岐阜県 製造業 T社）

1. 大手製造グループ会社様

2. 地域金融機関様

3. 脱炭素に取組みたい企業様

4. 脱炭素を支援したい企業様

5. 愛知県下 自治体 市区町村様
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GreenLinkPlatform のコンセプト

GreenLinkPlatformは、脱炭素の取組みを「個社のみでとどませることなく、地域やサプライチェーンに展開する」ことで「点から面へ」広げる

脱炭素情報共有を起点に「企業の意識醸成を行い、脱炭素アクションへつなげる。」骨太な脱炭素を支援

ビジネス機会創出

補助金申請支援

カーボンクレジット
による新たな収益

可視化

情報共有/意識醸成 脱炭素アクション

Green Link
Platform

グリーンリンク
プラットフォーム

その他 ＿
ソリューション ＿

再エネ
省エネ

金融
支援

サステナブルファイナンス
on Green Link Platform

その他 ＿
ソリューション ＿

取引先への
アピール
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GreenLinkPlatform α版 申込フォーム

◼ GreenLinkPlatform α版は、無償でご利用いただけます。皆様のお声をお聞かせください。

氏名、ご連絡先など簡単な入力項目で
すぐにご利用可能です

申込フォーム

https://forms.office.com/r/enpxbw3B8e

中日新聞にも
取り上げていただきました！
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